
14．．自然災害の「犠牲者ゼロ」を目指すための  

総合プラン（概 要）  
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ゼロ」を目指すための  災害の「犠年   

総合プランのポイント  

避け由れたはずの犠牲者の数を少しでも減らすことがで書るように  

平成20年4月  

内閣府特命担当大臣（防災）  

泉信也   



自然災害の「犠牲者ゼロ」を目指すための総合プランの構成  

1「命」を守るための国民の備えの充実  2「命」を守るための防災基盤の充実  

「自助」や「共助」の取組を一層促進するためには、国民一人ひとりが   
ノ脚′、′′） 

㌻ぎ▲・ト′≠‘∵贅言毒素   ′1レづi～w、r〉′≡．デ庵一宣与二く′ 売ら為るいは共に速かこいく底1叢†生を認識し、啓   

を進めることが重要   

rいつでも・どこでもJ  

発生しうる  

地廣の脅威への対価  

気候変動への対応   

を蕗まえた  

災書対策の必要性  

住宅・建築物や公共施設等の耐  

r自助」、r共助」を促進する「連携プラン」の推進   震化を促進することが効果的  

国民運動の戦略的眉間  r犠牲者ゼロJを目指すための防災碁盤の整備  

・政府が取り組む災害対策の全体像を災害類型ごとに整理  

tフォローアップの実施による、政府一体となっての王事課領の把握と対策の徹底。  
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火山  津波・高潮  雪害  

この総合プランで示す基本的な考え方や施策の方向を「防災対策の重点」に反映   



ト1：4つの「連携プラン」の推進と国民運動の戦略的展開  

連携つランI自然災害の怖さを知る  

～「実感」から始まる避難・減災対策の推進～  

≡連携フランヱ情報が「命」  

要～いつでも、どこでも、誰にでも、役に立つ災害情報の提供～   

災害情報の提供に携帯電   

話や／くソコンを活用  

災害情報の  

提供技術の開発  
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役に立つ防災情報を  

的確に、かつ、わかりやすく提供  
【開発中の取組例】津波被専の体験が可能な被育シミュレータ、津波・高潮の動くハザードマップ、  

動く浸水想定区域図、火山リアルタイムハザードマップ など  

【提供する災害情報の例】＜災音発生前＞近隣河川の水位情報・浸水情報  

＜災専発生後＞災害の被害状況、避難所の情報、防災ボランティア活動のための情報 など  
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連携つラン4 地域の防災力の向上を目指す  
～地域の助け合いで除雪できる体制の整備～  

連携フランコ 地域の辞でお年寄りや障害を  

持った方を守る ～災害時要援護者対策の推進－  
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災害時要援護者の  人命を第一に考えた  

難支援対策の推進   土砂災害対策  

ヲノニノ幻 
で≡こ養至泰後発援ラ変体計画等を策定  

■■■■■■■■■■■■＝■■■■■■●■■■■■■■■■■■■●■■■■■■＝＝■■■■●■■■■＝＝＝■■■■●■■■■t■■●■■●■t＝●■■■■■■■●■■■■■●■■■■■■■■■■■■■●■●■  

、；・●、－：∴・．：●・－・き・－「Å予＝：－∴∴∴1：－こ：．∴；ミ・－・！う∵ミ〔：   

‡：き萎∴麦、讃㌍萱整序を避めることが塵整  

「連携プランーlの効果が発揮されるためには、r′連携プラニ▲オトj  

の成果の活用も含めて、因民還勤の観格納展開が恩腰  

国民運勅の戦略的屑周  
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Ⅰ－2－（1）：「いつでも・どこでも」  生しうる地震の脅威への対応  

これまでも想定されてきた大規模地震の切迫性の高まりに加え、近年の経験からすると、被害をもたらす地震  

は全国どこでも起こりうるものといった認識をより周知徹底する必要。  

住宅・建築物や公共施設等の  ヒを促進することが効果的   
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15■安否情報システムについて  
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安否情報システムについて  

1．安否情報システム整備の経緯  

従来、安否情報（個人の生死及び負傷の程度に関する状態、避難住民の所在等の  

安否に関する情報であり、氏名、性別等の個人を識別するための情報を含む。）の収  

集・提供に係る法律上の条文はありませんでした。車成16年6月18日に公布された  

「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律」（以下「国民保護  

法」という。）において、初めて、武力攻撃事態等における安否情報の収集・提供の根  

拠条文が創設されました。   

【国民保護法における安否情報の収集等に係る規定の内容】  

○情報を収集する対象  

避難住民、武力攻撃災害等により死亡・負傷した住民  

○収集、整理及び報告を行う者（手面報告が原則）  

市町村長：収集・整理の努力義務及び都道府県知事への報告義務を負う  

都道府県知事：収集・整理の努力義務及び総務大臣への報告義務を負う  

○国民への回答（書面照会、手面回答が原則）  

総務大臣、都道府県知事、市町村長：国民からの照会への回答義務及び個人情報  

保護への留意義務を負う  

○収集する情報   

氏名、出生の年月日、男女の別、住所、負傷状況・死亡関連情報、居所、連絡先な  

ど  

2，安否情報システムの機能概要  

安否情報システム（以下「システム」という。）は、国民保護法第32条第4項に規定す  

る国民の保護に関する基本指針に基づき、国及び地方公共団体がこれらの事務の  

処理を効率的にするために開発したものであり、システムの主な機能は、安否情報の  

「入力」、「整理」、「報告」及び「提供」の4つに分けられます（安否情報の入力・整理一  

報告・提供の流れについては図参照）。  

○安否情報の入力機能   

避難所、医療機関、警察機関等で収集した安否情報をシステムに入力する機能で  

す。  

－35－   



○安否情報の整理機能   

入力された安否情報には、同一人物の安否情報が重複して入力されたり、誤った  

データが入力されることがあります。重複した安否情報については、最新かつ正しい  

ものを残して排除し、誤ったデータは修正する必要があります。このような重複排除  

や修正により、安否情報を最新かつ正しいものに整理する機能です。  

○安否情報の報告機能   

整理した安否情報を、市区町村は（自らが属する）都道府県へ、都道府県は国（消  

防庁）に報告します。園において全地方公共団体が共有できるようにする機能です。  

○安否情報の提供機能   

国民からの安否情報の照会に対して回答するための機能です。具体的には、入力、  

整理、報告された安否情報から被照会者に係るものを検索する機能、検索した安否  

情報を回答書の様式で印刷する機能です。   

その他、システムには、国民にインターネットを通じて被照会者の氏名を検索し、安  

否情報の有無について確認する機能があります。  
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別添  
安否情報システムについて   

日本赤十字社は外国人  
に関する情報を収集  警察署  

（協力）  

安琶＝曹報とは・・・  

氏名、出生の生年月日、男女の別、住所、負傷状況、死亡関連情報、  
居所、連絡先など  ※ インターネット回線は、暗号化した上で仮想専用回線としたものを利用  

※ LGWAN回線とは、地方公共団体の専用回線のこと（総合行政ネットワーク）  
※対象者の同意等に基づき回答   




